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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

（注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な連結経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 第27期中については、平成17年５月20日付で株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。 

５ 第25期の１株当たり配当額12円には特別配当２円及び第26期の１株当たり配当額18円には創立25周年記念配当６円を含ん

でおります。 

６ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,124,096 1,236,986 1,361,807 2,739,922 3,028,912

経常利益 (千円) 71,886 92,442 128,424 422,986 485,953

中間(当期)純利益 (千円) 36,350 55,292 82,872 242,694 295,686

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 387,800 387,800 387,800 387,800 387,800

発行済株式総数 (株) 5,300,000 5,300,000 7,950,000 5,300,000 5,300,000

純資産額 (千円) 2,629,302 2,819,300 3,048,639 2,848,263 3,065,596

総資産額 (千円) 3,152,468 3,411,375 3,742,120 3,572,588 3,898,579

１株当たり純資産額 (円) 496.09 531.94 383.54 534.86 575.11

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 6.86 10.43 10.43 43.24 52.39

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― 12.00 18.00

自己資本比率 (％) 83.4 82.6 81.5 79.7 78.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 29,698 30,484 135,302 229,005 299,609

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △156,484 △107,772 △146,490 △176,281 △468,179

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △52,586 △63,325 △95,072 △52,766 △64,018

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 864,115 902,833 704,598 1,043,446 810,858

従業員数 (名) 167 165 160 164 155



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社の営む事業内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

                            平成17年９月30日現在 

（注）従業員数は、就業人員を示しております。 

  

（２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 160



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善及び設備投資の増加、また個人消費や雇用情勢にも持ち

直しの動きが見受けられるなど、緩やかながらに回復を見せはじめております。しかし、原油価格の高騰を主因と

する原材料費の上昇や輸出の鈍化、並びに国内における定率減税の見直し議論など、先行きに不透明感が残る状況

で推移しています。 

美容業界におきましては、ヘアカラーが市場に定着したことによる影響から、消費者（お客様）の毛髪ダメージ

防止への関心を高めることとなり、メーカー各社ではトリートメント効果を重視したヘアケア商品の開発および拡

販に注力する傾向が見受けられます。また、依然として美容師の独立意欲には高いものがあり、美容室の新規出店

動向においては安定性が見られるものの、美容室経営における優劣の二極分化はさらに進み、顧客支持を得られな

くなる店舗も増加していることから、業界全体としては微減傾向で推移しているものと考えております。 

このような状況のもと、当社といたしましては、取引先美容室の繁栄を支援する当社独自の経営分析システム

「旬報店システム」を一層充実させるためにＷｅｂ化を構築させ、真の付加価値を備えた美容室経営の在り方なら

びに顧客満足・業績向上に注力したサービスをよりスピーディーに提案していくことで、旬報店美容室の“更なる

質の向上”を目指し取り組んでおります。当中間会計期間末現在の旬報店数は877店（前期末853店）となり着実に

拡大させることができました。 

また、最近では、前期末３月に竣工いたしました社屋（京都：本社内）に顧客支援設備として設置した研修スタ

ジオも本格的に機能し始めており、当社の営業活動における新たなサービス施設としての存在価値を生み出しつつ

あります。今年７月には、名古屋支店におきましても移転と同時に研修スタジオを備え、サービス面でもより充実

した営業体制の確立を図っております。 

売上の状況といたしましては、牽引役として若年層を中心に普及したファッションカラーにも陰りが見えはじ

め、また、シニア層が楽しめるファッション性の高いヘアカラー（白髪染め）として期待が寄せられているグレイ

カラー市場におきましても普及には時間がかかるといわれるなど、業界全体としてマイナス成長となりましたが、

当社では「コタ カラーアート グレイ」をはじめ、今年６月には色目強調タイプとして追加発売した「コタ カ

ラーアート グレイ プラス」によりヘアカラー市場における増収基盤の確立に向け着実に邁進しております。さ

らにはヘアスタイルの動向から緩やかながらにも低迷を続けているパーマ剤の落ち込みを補うため、今年７月には

新製品として「シンクス」を導入いたしました。 

一方、費用面におきましては、新製品の拡販および物流体制の見直しに伴い直接販売費が増加し、また、名古屋

支店の移転費用や老朽化による営業車両の買換え等により、販売費及び一般管理費は前年同期に比べ53,835千円

（前年同期比6.7％増）の増加となりましたが、中間期における過去最高の売上を達成したことにより、営業利益と

しては増益を確保することができました。 

これらの結果、当中間会計期間の業績といたしましては、売上高1,361,807千円（前年同期比10.1％増）、営業利

益119,937千円（前年同期比31.2％増）、経常利益128,424千円（前年同期比38.9％増）、中間純利益82,872千円

（前年同期比49.9％増）となりました。 



なお、当社の売上高は、主要販売先である美容室の需要の季節変動により上半期に比べて下半期に多く計上され

るため、上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があります。 

分類別売上高の状況は次のとおりであります。 

① トイレタリー 

トイレタリー市場につきましては、主因とされるヘアカラーの普及に伴い、消費者のヘアケア（毛髪ダメージ防

止）に対する意識の高まりから、メーカー各社ともトリートメント効果を重視した製品の開発および拡販に注力す

る傾向が見受けられます。 

このような状況のもと当社におきましても、幅広くお客様のニーズに対応できる高品質、高性能を兼ね備えた製

品の提供に努めるとともに、取引先美容室に対する徹底した「カウンセリング力の強化」に向けての営業活動に注

力してまいりました。 

当中間期におきましては、「コタ アイケア」シリーズのシャンプーおよびトリートメントを中心に引き続きお

客様からの高い支持のもと堅調な推移をみせており、売上高としては、前年同期より80,154千円増加し、671,199千

円（前年同期比13.6％増）となりました。 

② 整髪料 

整髪料では、若年層を中心としたヘアスタイルの多様化がますます激しさを増していく中、需要に対する多品種

化や使用量の減少などにより、市場全体としては低迷が続いておりました。しかし最近では、トイレタリー市場で

も見られるヘアケアに対する意識向上、そして何より“美しくなりたい キレイでありたい”という女性の美的向

上への意識から、トリートメント効果をもつ整髪料を中心に需要も増加傾向へと推移し始めていると考えておりま

す。 

当社におきましては、前期に発売した「コタ キュアデュ」11品目が引き続き高い支持のもと堅調な推移をみせ

ており、当中間期の売上高としては314,623千円となりました。しかし、前年同期における新製品への販売注力の影

響が大きく、前年同期比9.7％減という結果になりました。今後はさらに取引先美容室に対し「来店客へのカウンセ

リングおよびヘアスタイリングアドバイスの強化」を徹底的に提案してまいります。 

③ カラー剤 

ヘアカラー市場を牽引してきたファッションカラーの成長が止まり、また、シニア層が楽しめるファッション性

の高いヘアカラー（白髪染め）として期待が寄せられているグレイカラーにおきましても、普及には時間が必要と

されるなど、市場はマイナス成長へと転じております。 

このような状況のもと、後発メーカーの当社では、「コタ カラーアート グレイ」をはじめ、今年６月には色

目強調タイプとして追加発売した「コタ カラーアート グレイ プラス」に対するお客様からの高いご支持のも

と着実に増収基盤確立に努めてまいりました。その結果、当中間期の売上高としては、前年同期より53,971千円増

加し、140,178千円（前年同期比62.6％増）となりました。 

④ 育毛剤 

市場では販売価格の下落が緩やかながらに継続しており、また、販売チャネルにおいては一般ルートであるスー

パーやドラッグストアなどが根強くシェアを拡大しております。このような影響から需要も美容室ルートから一般

ルートへのシフトがさらに進み、当業界における育毛剤市場のシェアも減少傾向が続いております。 

当社におきましてもこの影響は大きく、当中間期の売上高としては、前年同期より156千円減少し、28,676千円

（前年同期比0.5％減）となりました。 



⑤ パーマ剤 

ここ数年、若年層を中心としたヘアスタイルの動向から、業界全体では減少を続けております。 

当社におきましては、低迷するパーマ市場への巻き返しを図るにあたり、今年７月には新製品として、今までに

ない新たな処方により、毛髪ダメージ抑制を実現できるパーマ剤として「シンクス」７品目を発売したところ、お

客様からの評価も高く堅調に推移することができ、当中間期の売上高としては、127,518千円（前年同期比21.4％

増）と前年同期を上回り、減少傾向にも歯止めがかかりました。 

⑥ 商品・受取販売手数料 

商品売上としては、美容室で利用されるチラシなどを中心とした販促物や施術時に使用する美容小物品が安定的

な売上となっておりましたが、近年では美容室における経費削減を背景に販促物もＤＭなどの低価格なもの、さら

に最近ではＩＴ化によるホームページへのシフトによる影響から減少傾向で推移しております。また、美容室の改

装、新規出店などに伴う美容器具類の販売や店舗増改築の際に業者から受け取る仲介手数料などについては不定期

かつ金額もかさむことから売上にも大きく影響する場合があります。 

当中間期の売上高としては、79,611千円（前年同期比2.5％増）と前年同期を僅かながらに上回ることができまし

た。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ106,259千円減少

し、704,598千円（前年同期比198,234千円減）となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フローは、135,302千円（前年同期比104,817千円増）の増加となりました。これ

は、売上高の増加等により税引前中間純利益が148,394千円（前年同期比47,612千円増）となったことに加え、減

価償却費52,236千円および売上債権の減少244,410千円等により、たな卸資産の増加70,431千円および法人税等の

支払154,501千円等の減少要因を吸収し増加したものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フローは、△146,490千円（前年同期比38,717千円減）となりました。これは、投

資有価証券の償還による収入61,008千円、補助金収入21,319千円がありましたが、有形固定資産の取得による支

出90,720千円および投資有価証券（リスクの少ない金融商品の運用）の取得による支出125,752千円が主な要因で

資金が減少したものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フローは、△95,072千円（前年同期比31,746千円減）となりました。これは、前

事業年度の利益処分における配当金の支払いによる支出であります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当中間会計期間における品目別の生産実績は、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額は「生産本数×代理店納入価」により算出しており、消費税等は含まれておりません。 

  

（２）商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

（注）１ 上記の金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。 

２ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容機材、施術時に使用する美容

小物品等であります。 

  

(３) 外注実績 

製品の製造において一部を外注に依存しております。 

当中間会計期間における外注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

トイレタリー 653,934 115.6 

整髪料 222,092 44.3 

カラー剤 174,981 123.3 

育毛剤 31,987 88.0 

パーマ剤 183,568 203.7 

合計 1,266,564 94.8 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

商品 66,520 107.8 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

整髪料 7,364 55.2 

カラー剤 32,793 130.4 

育毛剤 2,671 64.8 

パーマ剤 30,287 1042.3 

合計 73,117 160.6 



（４）販売実績 

当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績のうち輸出高は16,754千円(総販売実績に占める割合1.2％)であります。 

３ 総販売実績に対する売上高の割合が10％を超える販売先はありません。 

４ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容器具、施術時に使用する美容

小物品等であります。 

５ 受取販売手数料は、美容室等の店舗増改築及び美容室専用の集客支援ソフト推進による業者等から受け取る紹介手数料等

であります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、めまぐるしく変化する経済情勢と市場環境に柔軟に対応しながら販路の拡大と既存取引先の繁栄を支援す

るコンサルティングセールスにより、着実な成長戦略を目指しております。 

それにはメーカーとして、お得意先の期待に沿う顧客ニーズに合致したより良い製品の提供を常の責務と受けと

め、研究開発体制を充実させるとともに多品種必要量生産を効率的に行うことにも努めてまいります。 

また、顧客満足度を高めるコンサルティングセールスの日常的な取り組みを基礎とした質の高いサービスの提供を

行うため、優秀な人材確保および教育制度の充実に注力いたします。 

具体的には、次の課題に取り組んでまいります。 

① 得意先美容室の付加価値向上施策の企画・提案。 

② 安定したカラー市場における「コタ カラー アート グレイ」の増収基盤の確立。 

③ 生産体制における原価の低減、不良品等の削減を実現させる生産（工場）設備の構築、併せて稼働率と生産性

の平準化を追求する。 

④ 製品開発と美容室経営の双方におけるマーケティング能力の強化。 

⑤ 「旬報店システム」のＷｅｂ化により、さらにタイムリーな情報提供とより充実したデータ管理体制の構築に

努める。 

⑥ 全社員参加のもと環境委員会を中心とした環境保全経営の確立。 

 （これらの活動の一環として、当社は平成17年６月にＫＥＳ（環境マネジメントシステム）認証を取得いたしました。） 

⑦ 支店・営業所における営業活動の効率化へ向けての出荷・配達業務の改善。 

 （東京支店、名古屋支店および近畿支店におきましては、既に改善済みであります。） 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

製品 

トイレタリー 671,199 113.6 

整髪料 314,623 90.3 

カラー剤 140,178 162.6 

育毛剤 28,676 99.5 

パーマ剤 127,518 121.4 

小計 1,282,196 110.6 

商品 76,146 113.1 

受取販売手数料 3,464 33.6 

合計 1,361,807 110.1 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は時代とともに変化する市場ニーズに適合し、環境、人体、頭髪に優しい高品質の製品開発に

重点を置いております。社内に設置している製品開発委員会において市場動向、価格、原料、品質、コンセプト等を

検討し、その結果を受けながら研究部において開発を進める体制をとっております。 

当中間会計期間の研究開発活動およびその成果は次のとおりです。 

（１）製品開発 

① トイレタリー部門 

スキャルプケアに重点をおいた開発に取り組んでおります。 

② パーマ剤 

ヘアカラーの繰り返しなどによりダメージを受けた毛髪にも使用できるパーマ剤（医薬部外品）６タイプとカー

リング剤（化粧品）１タイプを「シンクス」シリーズとして開発いたしました。 

また、パーマによるダメージを軽減し、毛髪補修効果のある酸リンス「コタコントロールコンポ プロアシッド」

を開発いたしました。 

「シンクス」はパーマ時の毛髪ダメージの抑制をしながら、ウェーブのかかりおよびウェーブの持ちの向上の両

立ができることを重点的に研究し、低還元力＋浸透力＋ＰＰＴの組合わせを工夫することにより、毛髪ダメージの

抑制とウェーブのかかりおよびウェーブの持ちの向上を実現しました。 

「コタコントロールコンポ プロアシッド」はパーマの残留アルカリの中和と毛髪ダメージの補修の両立を重点的

に研究いたしました。 

③ カラー剤 

コタ カラー アート グレイの幅を広げ、シニア世代が色を楽しめる鮮やかな色のラインとして「コタ カラー ア

ート グレイ プラス」を開発いたしました。 

また、ヘアカラーによるダメージを軽減し、毛髪補修効果、ヘアカラー剤の残留過酸化水素除去作用のあるバッ

ファー剤「コタコントロールコンポ ハイバッファー」を開発いたしました。 

「コタ カラー アート グレイ プラス」は毛髪ダメージを抑制しながら、鮮やかな色に染めることを実現いたし

ました。また、既染部に使用することで既染部と新生部を均一な色に染めることも実現しています。 

「コタコントロールコンポ ハイバッファー」はヘアカラーの残留アルカリの中和と残留過酸化水素の分解が同時

にできることを実現いたしました 

④ 育毛剤部門 

スキャルプケアに重点をおいた開発に取り組んでおります。 

（２）基礎研究 

現在の基礎研究の課題であるパーマ臭を毛髪に残存するパーマ臭のにおいの機構を解明し、還元剤の種類に応じ

て除去できる方法について、継続して外部研究機関と共同で研究を行っています。 

なお、当中間会計期間に支出した研究開発費の総額は58,653千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった本社研究部の評価室、研究事務所および研究開発スペ

ースの拡張計画については、投資環境の変化や当初計画していた設備内容等をさらに拡充させる見直しを行うこと

となりました。なお、投資額、着手予定年月および完成予定年月については確定しておりません。 

本社研究部における試験用真空乳化装置および真空練合装置設備については、一部機器の納入遅延となり、平成

18年３月の完了予定となりました。 

本社工場におけるガス炊きボイラー設備については納入計画の見直しにより、平成18年10月の完了予定となりま

した。 

  

（２）重要な設備計画の完了 

前事業年度末以前に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

（注）１．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２．設備拡充等により完了した設備の投資額は、当初の計画に比べ11,233千円増加いたしました。 

  

（３）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 投資額(千円) 完了年月 

名古屋支店 

(名古屋市名東区） 

名古屋支店事務所移転および研

修スタジオ設置 
22,233 平成17年７月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）完全議決権株式であり、議決権の行使について特に制限はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）平成17年５月20日付で、平成17年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式

数を１株につき1.5株の割合をもって分割いたしました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

(平成17年９月30日) 
提出日現在発行数(株)
(平成17年12月22日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,950,000 7,950,000
大阪証券取引所
(市場第二部) 

(注) 

計 7,950,000 7,950,000 ― ― 

年月日 
発行済株式総数 
増減数 (株) 

発行済株式総
数残高 (株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金増 
減額 (千円) 

資本準備金残
高 (千円) 

平成17年５月20日 2,650,000 7,950,000 ― 387,800 ― 330,800



（４）【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

（５）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれており、当該株式に係る

議決権３個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が335株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社英和商事  京都市山科区大塚高岩６―37 1,329,000 16.72

小 田 英 二 京都市山科区大塚高岩６―37 862,500 10.85

小 田 博 英 京都府宇治市羽戸山２丁目１―172 333,000 4.19

コタ従業員持株会 京都府久世郡久御山町田井新荒見77 321,000 4.04

小 田 和 子 京都市山科区大塚高岩６―37 264,000 3.32

小 田   治 京都市右京区嵯峨野嵯峨ノ段町15―29 240,000 3.02

加 藤 賢 二 滋賀県大津市大萱１丁目３―13―1002 183,000 2.30

竹 田 和 平 愛知県名古屋市天白区表山２丁目209 165,000 2.08

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 150,000 1.89

大成化工株式会社 大阪市北区本庄西２丁目12―20 150,000 1.89

計 ― 3,997,500 50.28

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 1,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,948,000 15,893 (注) 

単元未満株式 普通株式 1,000 ― ― 

発行済株式総数 7,950,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 15,893 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）役職の移動 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数
の合計(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

(自己保有株式） 

コタ株式会社 

京都府久世郡久御

山町田井新荒見77 
1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 590 600 590 590 589 595

最低(円) 560 520 530 571 555 565

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

（営業一部長兼ＣＳ部長） 

常務取締役 

（ＣＳ部長） 
片山 正規 平成17年11月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人和宏事務所によ

り中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

（２）【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   69,517   113,245 130,944   

２ 受取手形   36,298   37,848 23,827   

３ 売掛金   316,343   342,195 600,639   

４ 有価証券   833,316   591,353 679,914   

５ たな卸資産   342,287   377,233 306,801   

６ その他   71,255   81,301 52,927   

７ 貸倒引当金   △293   △250 △441   

流動資産合計    1,668,725 48.9 1,542,927 41.2   1,794,612 46.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 172,825   404,520 396,565   

(2) 土地 ※２ 914,751   914,751 914,751   

(3) その他   158,562   207,209 174,525   

有形固定資産合計   1,246,138   1,526,480 1,485,842   

２ 無形固定資産   39,233   54,520 59,152   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   300,146   370,610 287,558   

(2) その他   157,131   247,581 271,412   

投資その他の資産 
合計   457,278   618,191 558,971   

固定資産合計    1,742,650 51.1 2,199,192 58.8   2,103,966 54.0

資産合計    3,411,375 100.0 3,742,120 100.0   3,898,579 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   61,949   60,606 46,398   

２ 賞与引当金   46,536   48,200 46,032   

３ 販売奨励引当金   42,511   47,056 ―   

４ その他 ※３ 149,616   189,160 416,024   

流動負債合計    300,612 8.8 345,023 9.2   508,454 13.1

Ⅱ 固定負債          

１ 役員退職慰労引当金   233,150   284,770 265,340   

２ その他   58,312   63,687 59,187   

固定負債合計    291,462 8.6 348,457 9.3   324,527 8.3

負債合計    592,075 17.4 693,480 18.5   832,982 21.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    387,800 11.4 387,800 10.4   387,800 9.9

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   330,800   330,800 330,800   

資本剰余金合計    330,800 9.7 330,800 8.8   330,800 8.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   46,800   46,800 46,800   

２ 任意積立金   1,915,000   2,080,000 1,915,000   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   137,331   182,214 377,725   

利益剰余金合計    2,099,131 61.5 2,309,014 61.7   2,339,525 60.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,568 0.0 21,600 0.6   8,046 0.2

Ⅴ 自己株式    ― ― △575 △0.0   △575 △0.0

資本合計    2,819,300 82.6 3,048,639 81.5   3,065,596 78.6

負債資本合計    3,411,375 100.0 3,742,120 100.0   3,898,579 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,236,986 100.0 1,361,807 100.0   3,028,912 100.0

Ⅱ 売上原価    341,053 27.6 383,515 28.2   827,529 27.3

売上総利益    895,933 72.4 978,291 71.8   2,201,383 72.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    804,518 65.0 858,353 63.0   1,713,351 56.6

営業利益    91,414 7.4 119,937 8.8   488,031 16.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,866 0.9 12,767 0.9   24,199 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  9,838 0.8 4,280 0.3   26,277 0.9

経常利益    92,442 7.5 128,424 9.4   485,953 16.0

Ⅵ 特別利益 ※３  8,824 0.7 21,510 1.6   8,709 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４  485 0.0 1,541 0.1   2,397 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    100,782 8.2 148,394 10.9   492,266 16.3

法人税、住民税 
及び事業税   60,442   73,279 213,459   

法人税等調整額   △14,952 45,489 3.7 △7,758 65,521 4.8 △16,880 196,579 6.5

中間(当期)純利益    55,292 4.5 82,872 6.1   295,686 9.8

前期繰越利益    82,039 99,341   82,039 

中間(当期) 
未処分利益    137,331 182,214   377,725 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー   

１ 税引前中間(当期)純利益  100,782 148,394 492,266

２ 減価償却費  37,964 52,236 86,368

３ 投資有価証券売却損益  △8,463 63 △11,841

４ 固定資産除却損  ― 1,541 2,397

５ 固定資産売却益  ― ― △246

６ 補助金収入  ― △21,319 ―

７ 貸倒引当金の増減額  △115 △191 32

８ 賞与引当金の増減額  △518 2,168 △1,022

９ 役員退職慰労引当金の増加額  21,510 19,430 53,700

10 販売奨励引当金の増加額  42,511 47,056 ―

11 受取利息及び受取配当金  △7,903 △9,445 △12,967

12 売上債権の増減額  219,937 244,410 △51,875

13 たな卸資産の増加額  △97,302 △70,431 △61,816

14 仕入債務の増減額  △6,034 14,207 △21,584

15 役員賞与の支払額  △13,500 △18,000 △13,500

16 その他  △144,954 △129,781 16,748

小計  143,913 280,337 476,659

17 利息及び配当金の受取額  8,863 9,466 13,902

18 法人税等の支払額  △122,292 △154,501 △190,952

営業活動による 
キャッシュ・フロー  30,484 135,302 299,609

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー   

１ 定期預金預入による支出  ― ― △100,000

２ 投資有価証券の取得による支出  △37,240 △125,752 △87,540

３ 投資有価証券の売却による収入  10,413 4,356 51,291

４ 投資有価証券の償還による収入  20,358 61,008 56,608

５ 有形固定資産の取得による支出  △82,503 △90,720 △359,539

６ 補助金収入  ― 21,319 ―

７ その他  △18,800 △16,700 △28,998

投資活動による 
キャッシュ・フロー  △107,772 △146,490 △468,179

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー   

１ 自己株式の取得による支出  ― ― △575

２ 配当金の支払額  △63,325 △95,072 △63,442

財務活動による 
キャッシュ・フロー  △63,325 △95,072 △64,018

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △140,613 △106,259 △232,588

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高  1,043,446 810,858 1,043,446

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高  902,833 704,598 810,858

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及 

  び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております) 

     時価のないもの 

    移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  商品・製品・原材料・

仕掛品 

   総平均法に基づく原

価法 

(2) たな卸資産 

  商品・製品・原材料・

仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 

  商品・製品・原材料・

仕掛品 

同左 

    貯蔵品 

   移動平均法に基づく

原価法 

  貯蔵品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償 

  却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   なお、耐用年数及び

残存価格については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を

除く)については、定

額法によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)による

定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に備えるた

め、支給対象期間に応じ

た支給見込額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産残高に基

づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当会計期間末

における退職給付債務及

び年金資産残高に基づき

計上しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金として

内規に基づく必要額を計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 販売奨励引当金 

  当中間会計期間の売上

に係る割戻金等の支払い

に充てるため代理店等へ

の売上高に対して契約に

基づく割戻金等の支払見

込額を計上しておりま

す。 

(5) 販売奨励引当金 

同左 

――― 

４ 中間キャッシュ・ 

  フロー計算書(キ 

  ャッシュ・フロー 

  計算書)における 

  資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

現金及び換金可能であり、

かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限が到来する短期投資で

あります。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な現

金及び換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期

限が到来する短期投資であ

ります。 

５ その他中間財務諸 

  表(財務諸表)作成 

  のための基本とな 

  る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等については税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が3,021千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

3,021千円減少しております。 

――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が7,892千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

7,892千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

587,900千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

644,870千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

626,227千円 

      

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務 

担保に供している資産 

建物 58,349千円

土地 282,835千円

合計 341,185千円

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務 

担保に供している資産 

建物 53,698千円

土地 282,835千円

合計 336,534千円

※２ 担保に供している資産並びに

対応債務 

担保に供している資産 

建物 55,911千円

土地 282,835千円

合計 338,747千円

   対応債務 

    該当事項はありません。 

   対応債務 

    該当事項はありません。 

   対応債務 

    該当事項はありません。 

      

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 1,510千円

賃貸収入 1,876千円

有価証券利息 6,391千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 1,627千円

賃貸収入 1,506千円

有価証券利息 7,561千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 2,891千円

賃貸収入 3,529千円

有価証券利息 10,074千円

投資有価証券 
売却益 

3,378千円

      

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産 
廃棄損 

4,853千円

賃貸費用 1,438千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産
廃棄損 

333千円

たな卸資産
評価損 

1,696千円

賃貸費用 1,327千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産
廃棄損 

10,158千円

たな卸資産
評価損 

5,685千円

賃貸費用 2,513千円

      

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

8,463千円

貸倒引当金 
戻入益 

115千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金
戻入益 

191千円

補助金収入 21,319千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

8,709千円

      

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 485千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 1,541千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 2,397千円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 34,253千円

無形固定資産 3,710千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 45,844千円

無形固定資産 6,392千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 78,332千円

無形固定資産 8,036千円

      

 ６ 当社の売上高は、主要販売先

である美容室の需要の季節変動

により上半期に比べて下半期に

多く計上されるため、上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があります。 

   なお、当中間会計期末に至る

１年間の売上高及び営業費用

は、次のとおりであります。 

 ６ 当社の売上高は、主要販売先

である美容室の需要の季節変動

により上半期に比べて下半期に

多く計上されるため、上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があります。 

   なお、当中間会計期末に至る

１年間の売上高及び営業費用

は、次のとおりであります。 

――― 

  
売上高 
(千円) 

営業費用 
(千円) 

前事業年 
度の下期 

1,615,825 1,274,147

当中間 
会計期間 

1,236,986 1,145,571

合計 2,852,811 2,419,718

  
売上高
(千円) 

営業費用
(千円) 

前事業年 
度の下期 

1,791,926 1,395,309

当中間 
会計期間 

1,361,807 1,241,869

合計 3,153,733 2,637,179

  



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 69,517千円

有価証券勘定 833,316千円

現金及び 
現金同等物 

902,833千円

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 113,245千円

有価証券勘定 591,353千円

現金及び 
現金同等物 

704,598千円

  

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 130,944千円

有価証券勘定 679,914千円

現金及び
現金同等物 

810,858千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 

  

同左 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ情報) 

  

  

(持分法損益等) 

  

区分 前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

(1) その他有価証券 取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

  株式 19,841 29,512 9,670 20,142 42,529 22,386 20,142 30,942 10,799

  非上場外国債券 171,693 150,983 △20,709 216,465 213,692 △2,772 185,443 175,733 △9,709

  その他 44,326 57,996 13,670 46,180 62,784 16,603 36,826 49,228 12,402

合計 235,860 238,491 2,630 282,788 319,006 36,217 242,411 255,903 13,491

区分 
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

  非上場国内債券 40,051 30,000 10,051

合計 40,051 30,000 10,051

(2) その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

  非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

21,604 21,604 21,604

  マネー・マネジメント・ 
  ファンド 

733,295 531,373 629,936

  フリー・ファイナンシャル・ 
  ファンド 

50,045 ― ―

  中期国債ファンド 49,975 59,979 49,977

合計 854,920 612,957 701,518

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 当社は、デリバディブ取引を全く

利用していないため、該当事項はあ

りません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社には関連会社がありませんの

で、持分法を適用した該当事項はあ

りません。 

同左 

  

同左 



(１株当たり情報) 

  

（注）１ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２ 株式分割について 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおりであり

ます。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 531円94銭 383円54銭 575円11銭

１株当たり中間(当期)

純利益 
10円43銭 10円43銭 52円39銭 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 

 潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左 同左 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 55,292 82,872 295,686 

普通株主に帰属しない金額(千円) 0 0 18,000 

(うち利益処分による役員賞与金) (0) (0) (18,000)

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円) 

55,292 82,872 277,686 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,300,000 7,948,665 5,299,641 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額        354円63銭 

１株当たり中間純利益        ６円95銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額        383円40銭 

１株当たり当期純利益        34円93銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 



(重要な後発事象) 

  

  

（２）【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――― ――――  当社は、平成17年１月31日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。 

 当該株式分割の内容は、以下のと

おりであります。 

１．平成17年５月20日付をもって

平成17年３月31日最終の株式名

簿および実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を１株に

つき1.5株の割合をもって分割

する。 

２．分割により増加する株式数 

    普通株式 2,650,000株 

３．配当起算日 

    平成17年４月１日 

 前期首に当該株式分割が行われ

たと仮定した場合における（１株

当たり情報）の各数値はそれぞれ

以下のとおりであります。 

（前事業年度） 

１株当たり純資産   356円57銭 

１株当たり当期純利益 28円82銭 

（当事業年度） 

１株当たり純資産   383円40銭 

１株当たり当期純利益 34円93銭 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第26期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月24日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月22日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコタ株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第26期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、コタ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人和宏事務所 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  木  快  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  南     幸  治  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  大  嶋     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコタ株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、コタ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人和宏事務所 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  木  快  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  南     幸  治  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  大  嶋     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）発行済株式総数、資本金等の状況
	（４）大株主の状況
	（５）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間キャッシュ・フロー計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/32
	pageform2: 2/32
	form1: EDINET提出書類  2005/12/22 提出
	form2: コタ株式会社(269076)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/32
	pageform4: 4/32
	pageform5: 5/32
	pageform6: 6/32
	pageform7: 7/32
	pageform8: 8/32
	pageform9: 9/32
	pageform10: 10/32
	pageform11: 11/32
	pageform12: 12/32
	pageform13: 13/32
	pageform14: 14/32
	pageform15: 15/32
	pageform16: 16/32
	pageform17: 17/32
	pageform18: 18/32
	pageform19: 19/32
	pageform20: 20/32
	pageform21: 21/32
	pageform22: 22/32
	pageform23: 23/32
	pageform24: 24/32
	pageform25: 25/32
	pageform26: 26/32
	pageform27: 27/32
	pageform28: 28/32
	pageform29: 29/32
	pageform30: 30/32
	pageform31: 31/32
	pageform32: 32/32


